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●緊急事態宣言の延長 

新型コロナウイルスの感染状況に対応し、10都府県に対する緊急事態宣言が 3月 7日まで延長すること

となった。それに伴う経済的な影響の拡大が懸念される中、少し異なる視点も含め、次の 2 つの注目点を

挙げたい。 

1つめは緊急事態宣言の実効性である。そもそも今回の宣言に

ついては、発令前から外出の自粛や営業の時短要請が出ていた

地域もあり、その実効性を疑問視する動きはあった。実際に、発

令以降の企業や消費者の動きの変化は、前回の宣言時を下回っ

ている。 

加えて、緊急事態宣言の長期化により、消費者の危機意識も薄

れる可能性が高い。新たな感染者数は既にピークアウトしてい

ることから、特に消費者の間での緊迫感は薄れやすいとみられ

る（図表1）。 

 

●小売関連の人出は緩やかに増加 

現に、米グーグル社が公開している、位置情報を元にした人

口流動データをみると、小売・娯楽関連（retail and 

recreation）の人出は緩やかに増えつつある（図表2）。 

もともと今回の宣言による人出の減少は、第 2波当時を上回

りこそすれ、第1波には遠く及ばなかった。政府による解除の

延長のかいもなく、すでに足元では、人出が徐々に増えようと

している。 

直近の動きをよくみると、人出の減少が始まった起点は 12

月下旬である（図表3）。緊急事態宣言の発令後ではなく、感染

のトレンドに対応した動きと考えられよう。逆に言えば、感染

がピークアウトしたと消費者が判断すれば、人出も増加に転じ

ることを意味する。 

つまり、緊急事態宣言の解除の有無とは無関係に、人出の回

復が進む可能性がある。都市部を中心とした各種店舗からすれ

ば、来客数の増加につながる一方、感染状況にはマイナスには

たらく可能性があるだけに、今後の推移が注目されよう。 

 

●廃業の増加に対する懸念 

今後のもう1つの注目点は、廃業の増加である。 

上で述べた内容とは矛盾するようであるが、今回の緊急事態
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【図表2】 

テーマ：外出自粛の動きはすでに緩和傾向か 

～消費者は感染状況に応じて独自に判断～ 
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宣言においても、特定の業種では大きな影響が出ている。主には旅行や外食、アパレル関連といった業種が

挙げられる。表現を変えれば、今回の宣言による影響は、これらの業種に集中しているといえよう。 

たとえば、景気ウォッチャー調査による「小売」と「飲食」の現状判断を比較すると、飲食は前回に近い

水準にまで悪化がみられる一方、小売はさほど悪化していない（図表 4）。飲食と同様に、旅行関連やアパ

レル関連でも、足元では大きな悪化が進んでいる。 

企業の状況としても、感染からほぼ 1年が経とうとする中、

前回の宣言時よりも体力は明らかに落ちている。いまだに感

染の収束時期も見通せない中、事業の存続意欲を失う企業も

増えることが懸念されよう。旅行、外食業界が期待する GoTo

事業の再開も、緊急事態宣言が解除後、すぐに実現するわけで

はない。 

今後、旅行、外食、アパレル関連を中心とした廃業の急増が

懸念される中、倒産とは異なり、廃業の動きは把握しにくいだ

けに、先行きには十分な注意が必要となろう。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表4】 
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